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論 文 内 容 要 旨
本稿 は、韓国 自動車産業が急成長ぶ りを見せているものの、 その成長パ ターンにおいては日本 自
動車産業 と違 って、非常 に不安定 な傾向(山 並型)を 見せていることに着 目し、 その根拠 と して、
自動車産業の導入期か ら成長期 にかけて起 こった、乗用車 メーカーを中心 と した 「産業 の再編」、
即 ち、各メーカーの`リ ス トラクチャ リング戦略'に 焦点を合わせて、 それと成長パ ター ンとの関
連性を検証する形で研究を進めている。
それに当たって、 まず、第1部 では、本稿のキーワー ドである リス トラクチャリング(戦 略)と
関連 した経済学及び経営学 のいくつかの理論にっ いて若干の議論を行 った うえ、 それ に基づいたい
くっかの前提条件 による分析枠組みを提示 している。
次の第H部 では、本研究の分析対象 となる韓国自動車産業 の リス トラクチャ リングの事例(現 象)
にっいて、乗用車 メーカーを中心 と した、企業 レベルと産業 レベルの両面か らの分析を行 っている。
最終の第皿部では、第1部 の 「理論的枠組み」に基づいた、第H部 の 「事例」に対する`総 合的
な分析'を 行 い、 日本 自動車産業 との比較の視点か ら韓国 自動車産業の リス トラクチャ リング(戦
略)の 特徴 と成長パ ターンとの関連性を裏付 けている。
序章か ら終章まで計十章(三 部)で 構成 されている、本稿の内容にっ きより具体的にまとめると
次の通 りである。
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韓国 自動車産業の成長パ ターンが前述のような、不安定 な山並型 を描 くようになった理由は、そ
の産業を構成 している乗用車 メーカーを中心 とした、`個 々のメーカーの リス トラクチ ャリング戦
略と深 く関係 しているだろう'と い う大前提 のもとで、本研究 はスター トしている。
個々のメーカーの リス トラクチ ャリング戦略 とは、いっ如何なる企業が如何なる形で、新規参入、
事業拡大、撤退を引き起 こすかとい う、 リス トラクチャ リング ・タイ ミング、相対的競争力、 リス
トラクチ ャリング ・タイプとい った三っの観点か ら捉え ることが出来 る。
一番 目の リス トラクチャ リング ・タイ ミングには
、「イ ンターバル型」をは じめ、「リレー型」、
「パ ラレル型」 といった三っのタイプがあ り、二番 目の相対的競争力 には、 「優位型」 をは じめ、
「同位型」、「劣位型」 といった三つのタイプがある。三番目の リス トラクチャ リング ・タイプには、
「独 自型」をは じめ、「M&A型 」、「ジョイン ト・ベ ンチ ャー型」 などい くつかの タイプがある。
各企業 の リス トラクチャリング戦略 とは、 このよ うなタイプの組み合せにより成 り立っこととな
るが、その際、組み合せは数多 くの外部的要因か らの影響を受 けることとなる。
その外部的要因とは、「政府」 と、「その他環境要因」 にまとめることが出来 るだろ う。
そのうち、政府 は、産業政策 という道具 あるいは手段を通 して、企業側 あるいは産業側 に影響 を
及ぼす。 しか し、少な くともリス トラクチ ャリング関連政策に限 っては、政府 によ る一方的な影響
関係は成 り立 ちに くい。殊に自由経済体制 あるいは市場経済体制を基本 とす る国々においては、 そ
のよ うな一方的な関係 は存在 しに くい ものであろう。
よ って、本稿では、 自動車産業(企 業)と 政府 との関係 に限 っては、一方 に対 する他方の影響力
の大 きさの違 いはあ るものの、互 いに影響 し合 う形をとっているという 「組織間関係論的」視点か
らアプ ローチ してい る。
両者 の間の このよ うな影響関係を 「リレーションシップ」 と呼び、その影響関係の大 きさやバラ
ンス、正確 にいえば、`両 者間のコ ミュニケー ションの度合'と`政 策 における産業側の反映度'
によ り、「妥協的かつ政府主導型」、「妥協的かっ産業主導型」、「独善的かっ政府主導型」、「独善的
かっ産業主導型」 といった、「リレーションシップ ・パ ター ン」が形作 られることとなる。
また、その他環境要因とは、政府 による リス トラクチャリング関連政策 と産業 内の対応企業以外
のすべてを指す もので、他 の産業の動 きや国民所得水準や消費者 の購買パ ターンなどとい った、社
会的、政治的、経済的、文化的、軍事的要因などがある。
このような要因は、政府(自 動車産業 との関連機関)と 自動車 メーカーとにより構成されている、広
い意味での自動車産業の枠か らみれば外 にある存在であり、影響を与える側であるといえるだろう。
よって、本稿 においては、そのよ うな環境要因を産業側 に一方的な影響を及ぼす ものとして捉え
ることは、多少議論 の余地のあるものの、いわゆる 「コンティンジェンシー理論的」視点 に基づい
た分析が行われている。
要するに、 リス トラクチ ャリング戦略の最初段階である 「認識段階」か ら、計画 としての 「樹立
段階」、 その実行のための 「準備段階」、最終的な 「実行段階」 まで影響を及ぼ したり、あるいは影
響 しあ った りする要因 としては、政府(と の リレーションシップ)を 主 に してその他環境要因 も存
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在す るわ けである。
以上のよ うに、各企業 の リス トラクチ ャリング戦略 は、政府 との リレーションシップとその他環
境要因か ら影響を受 けなが ら、樹立 され実行 されて行 くが、 その リス トラクチ ャリング戦略の実行
は、結局企業の生産活動であ り、販売活動で あり、 いわゆる経営活動 あるいは経営行動を通 して、
最終的に(経 営)成 果 として現れることとなる。
即ち、各企業の リス トラクチャリング戦略 は政府やその他環境要因か ら影響を受 けて形作 られ、
その形作 られた戦略の違いによりそれぞれ異なる経営成果を生み出す とい う流れを とるわけである。
このよ うに、各企業の リス トラクチ ャリング戦略はその企業の経営成果 にダイレク トに反映され
るということは、各企業により成 り立 っている 「産業 レベル」か らみれば、個々の企業の リス トラ
クチャリング戦略がその産業の リス トラクチャ リング ・パ ターンの形を作 り上げ ることとな り、 そ
れにより形づ くられた産業の リス トラクチ ャリング ・パ ターンは、最終的にはその産業(全 体)の
成果 の量 や質 を決あるとい うプ ロセスを取 るわけである。
もちろん、産業全体の成果 に影響を及ぼすのは、 リス トラクチ ャリングを起 こす企業(の 経営行
動)の みな らず、 それに対応す る既存の企業(の 経営行動)も あるわけであ る。
それは、その産業(全 体)の 経営成果 とは、その産業 の構成要素の一部である、 リス トラクチャ
リングの主導企業 の経営成果 と、残 りの一部である、 リス トラクチャリングの対応企業の経営成果
との合計 によ り構成 されているたあである。
ところで、本稿 では、両者の うち リス トラクチャ リングを引 き起 こす、主導企業の経営行動に焦
点を合わせて研究 を進 めている。
それは、その産業を構成 している他の対応企業の経営行動 より リス トラクチ ャリングの主導企業
の経営行動、即ち、新規参入、事業拡大、撤退 とい った リス トラクチ ャリングその ものが、産業全
体の経営成果 に、 より大 きな影響を及ぼすと考え られたたあである。
各企業 の リス トラクチャ リング戦略は、 その産業の リス トラクチャ リング ・パ ター ンを形作 り、
最終的には、産業全体の経営成果に反映す るが、その産業 レベルでの リス トラクチ ャリング ・パター
ンは、一時の産業成果 に影響を及ぼすのみならず、一定期間の産業成果の傾向、即 ち、`産 業の成
長パ ター ゾ にも影響 を及ぼす こととなる。
以上のように、本稿では、各企業の リス トラクチ ャリング戦略が究極的 には、その産業の成長パ
ター ンに影響 を及 ぼすとい う、両者の相関関係 に焦点を合わせて、韓国 自動車産業の導入期か ら成
長期 にかけての多 くの事例 を取 り入れて、かっ日本 自動車産業などとの若干の比較を通 して研究 を
進めている。
その結果、 日本 自動車産業の リス トラクチャ リング ・パ ターンが 「産業主導型」、「用意周到型」、
「質中心型」 といった特徴 を持 っているのに対 して、韓国自動車産業の リス トラクチ ャリング ・パ
ター ンは、相対的に 「政府主導型」、「試行錯誤型」、「量中心型」 といった特徴を持 っていることが
わか った。
自動車産業 における導入期 と成長期において、韓国 と日本にはともに リス トラクチャリングが起
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こったに もかか わ らず、 日本 自動 車産 業 の成長 パ ター ンは`安 定 的'な 「パ ラボ ラ型」 を描 いて い
るのに対 して、 韓国 自動車産業 の成長 パ ター ンは、`不 安 定'な 「山並 型」 を描 いて いた、 その根 拠 と
して は、 以上 の よ うな韓 国 の乗用 車 メーカ ーを中心 と した リス トラ クチ ャ リング戦 略 か ら形 作 られ
た、 韓国 自動車 産業 の リス トラクチ ャ リング ・パ ター ンの特 徴 か ら説 明 す る ことが 出来 るだ ろ う。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
上記論文 は、韓国の自動車産業の導入期および成長期にお ける政府 と産業 との間の関係 と、各社
の リス トラクチ ャリング戦略 について、 日本のそれに相当す る時期 との若干 の比較 も踏 まえて、研
究 した ものである。
II
本論文の構成 は、第1部 「理論的枠組み」、第H部 「韓国自動車産業の リス トラクチ ャリング」、
第皿部 「総合的分析」 の三部か ら成 り立 っている。
韓国は現在世界第6位 の自動車生産国に成長を遂 げている。 しか し、 その生産高の成長パ ター ン
は、それ に相当す る時期の 日本の 自動車産業 と比較 して、全体 として起伏の多いパ ター ンを示 して
いる。 まず序章 においては、その理 由が どこにあるのかについて、特 に韓国 自動車産業の導入期か
ら成長期における政府 と産業の間の関係 と、各社の リス トラクチ ャリング戦略に焦点を合わせた研
究の必要性が指摘 され る。
続いて第1部 では、そうした研究課題 にたいす る理論的枠組みの検討が行われる。
第1章 では、主 として産業組織論的観点 に依拠 しなが ら、産業 の リス トラクチ ャリング ・パ ター
ンと産業全体の経営成果 との因果関係の分析を行 う 「マクロ的観点」 と、主 として個別産業の経営
戦略論的観点に依拠 しなが ら、個 々の自動車 メーカーの リス トラクチ ャリング戦略 と、各 メーカー
の経営成果 との因果関係の分析を行 う 「ミクロ的観点」の、双方の観点か ら上記の研究課題 にアプ
ローチす ることの意義が明 らかにされる。次 いで、 まず前者 の 「マクロ的観点」か ら、政府 ・産業
間関係の分析枠組みが提示 され、合わせてその関係のパ ター ン、およびそれと政府の産業政策 目標、
個別企業の経営 目標 との因果関係 が概念化 される。
第2章 では、上記の 「ミクロ的観点」か ら、個別企業の リス トラクチャ リング戦略にっ いての定
義、およびその構成要素、 プロセス、動機 とメ リット、 さ らには個別企業 の リス トラクチ ャリング
戦略の集計 としての産業全体の レベルの リス トラクチャリング ・パ ター ンと経営成果への影響 につ
いて、順次理論的検討が加え られる。特に本論文では、各企業の リス トラクチ ャリング戦略の特徴
を、① タイ ミング(イ ンターバル型、 リレー型、パ ラレル型)、 ②競争力(劣 位型、同位型、優位
型)、 ③ タイプ(独 自型、M&A型 、合弁型)の3つ の観点か ら類型化 している。以上 のよ うな
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理論的検討を通 して、政府 と自動車産業 との関係が、各企業の リス トラクチャリング戦略 といかな
る関係 にあるか とい う 「組織間関係」(マ クロ的観点)と 、その リス トラクチ ャリング戦略が、そ
の他 の環境要因に対応す る形で樹立 され実行されてい くとい う 「コンテ ィンジェ ンシー理論」(ミ
クロ的観点)の2つ の観点か ら、上述の研究課題 に接近す る必要 のあることが指摘 される。
第H部 で は、上記の理論的枠組みに依拠 しなが ら、韓国 自動車産業の導入期(1960年 代)と 成長
期(1970年 代)を 中心 と した リス トラクチャ リングの事例研究が行われる。
第3章 で は、まず最初に自動車が韓国にはいった時点か ら植民地時代 の終わ りまでの期間、第2
次世界大戦の終戦 による韓国の独立時点か ら韓 日協定の調印までの期間、韓 日協定か ら現在 までの
期間の3つ の時期 に分 けて、各期の政府 による自動車産業政策や、部品 ・完成車生産における特徴
を中心に、韓国 自動車産業 の概況が明 らかにされ る。
第4章 では、韓国自動車産業にたいする1960年 代の3っ の主要な産業政策の分析を通 して、政府 ・
産業間の関係 のパ ター ンが、 どのようなプロセスで政府 の政策 と産業の成果に影響 を及 ぼ したかを
考察 している。1960年 代の3っ の主要 な産業政策の達成度は非常 に低か ったことが指摘 され、その
原因が、政府 と企業間における十分 なコ ミュニケー ションの欠如 と、健全 な協力関係の欠如 による
ことが示され る。 日本の自動車産業 の導入期 における政府 ・産業間関係 のパ ターンが、「妥協的か
っ産業主導型」 と特徴づ けられ るのに対 し、韓国 のそれは、 「独善的かっ政府主導型」 と位置づ け
られる。 このような非協調的関係 にもかかわ らず、韓国が生産および輸出の伸 び率 の面で、 日本 よ
りも高 い結果を生み出 した理 由は、 そ うした関係が 「鞭打 ち効果」、っま り設定 された目標 に時間
的、量的、質的 に良い方向へ向かわせる促進効果を伴 っていたためであると している。
第5章 および第6章 では、それぞれ導入期 と成長期 における韓国 自動車メーカーの リス トラクチャ
リング戦略の事例分析が行われ る。第1部 で提示 されたタイ ミング、相対的競争力、 タイプの3つ
の側面か ら、各社 の リス トラクチ ャリングの類型が示 され、第5章 では、新進 によるセナ ラの吸収、
現代 および亜細亜の リス トラクチ ャ リング戦略が、 また第6章 ではGMK(新 進 とGMの 合弁)
と起亜 による亜細亜の吸収がそれぞれ詳細 に分析 され る。た とえば、新進 によるセナ ラの吸収の事
例 は、参入時で はイ ンターバ ル型、劣位型、独 自型 の リス トラクチャ リング戦略を とっていたが、
事業拡大 に伴い、独 自型 はM&A型 に変化 した。第5章 および第6章 で は、 こうした各社の リ
ス トラクチャ リングの過程 を、認識段階、計画樹立段階、実施準備段階、実施段階の4っ の局面か
ら丹念に検討 している。
第7章 で は、第5章 および第6章 で行われた企業 レベルの リス トラクチ ャリング戦略を受けて、
韓国自動車産業がその導入期および成長期 において、産業 レベル全体と してどのような成果の変化
を、 なぜ引 き起 こしたのかを、成果の上昇 と下降の8っ の局面 に分 けて考察 してい る。 この間の生
産高 およびシェアの推移 は、既に検討 した各社 の リス トラクチャ リング戦略の結果が集計 されたも
のにほかならないが、 ここで は特 に各時期 における政府 ・企業間関係およびそれ以外 の自動車産業
を取 りま く外部環境の特徴 との関わ りも含 めて、産業 レベル全体 の生産高 の上昇 ・下降の分析がな
されている。
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第 皿部では、上記の企業 レベルおよび産業 レベルの双方の分析 を受 けて、韓国 自動車産業全体の
リス トラクチ ャリングと成長パターンの総合的分析が行われる。
第8章 では、 これまでの分析 に基づ き、韓国 自動車産業 の リス トラクチャ リングのパ ター ンがど
んな特徴を もっているのか、 またその特徴が、 自動車産業 の成長パ ターンとどんな関連 をもってい
るのかが分析 されている。韓国自動車産業の導入期か ら成長期にかけての リス トラクチ ャリングの
パ ターンは、本章の分析 によれば、「政府主導型」「試行錯誤型」 「量 中心型」 と表現す ることがで
きる。それに対 して、 日本のそれに相当する時期 のパ ターンは、相対的に協調的な関係 に基づいた、
「産業主導型」 「用意周到型」「質中心型」 のパ ター ンを示 している。 こうしたパ ターンの違 いは、
政府 ・産業間関係による関連政策 と各社の リス トラクチャリング戦略の双方 に反映 され、個別企業
の経営成果 と産業の成長パ ター ンに違 いを もた らす もの と考え られる。
終章で は、冒頭に提示 された問題意識、すなわ ち、 日本 と比較 して、韓国 自動車産業の導入期か
ら成長期にかけての成長パ ター ンが、 なぜ大 きな変動を伴 った ものであったのか、 という疑問 に対
し、本論文での概念枠組 とファインデ ィングを整理 し、今後の課題を指摘 して全体 を締め くくって
いる。
皿
本論文は、最近 の組織間関係論や経営戦略論の成果を十分 に踏 まえつつ、導入期および成長期 の
韓国自動車産業の リス トラクチャリング戦略 と成長パ ターンを、企業 レベル と産業 レベルの双方か
ら分析 したものである。 この研究 は、政府の産業政策やマクロ経済的要素か ら韓国 自動車産業の成
長を分析 しているだけではな く、合わせて個別企業の経営戦略の レベルまで踏み込んだ考察を行 っ
てお り、 その結果1960年 代、70年 代の韓国 自動車産業 にたいす る貴重な研究成果 を提供 してい る。
ことに産業政策、外部環境、経営戦略 といった複数の視角か らリス トラクチ ャリングと成長パ ター
ンを考察す ることによって、本論文 は、従来 に比較 して層の厚い分析 となっている。第H部 におけ
る個別企業の事例研究 も、一次資料の入手の困難 さ等 を考慮す るな らば、高 く評価 されてよい。
もっとも、本論文 にっいては、い くっかの難点 も散見 され る。た とえば、本論では産業および企
業の成果として、専 ら生産高を中心 に議論が進められているが、産業の進化や企業の リス トラクチャ
リング戦略を問題 とす るさい、生産高の指標だけを取 り上 げることが適切なのか疑問が残 る。 また、
この論文にお いては、 リス トラクチャ リング戦略を構成する諸要因が、羅列的に列挙 されているに
とどまり、各社 の リス トラクチ ャリング戦略が、 どのような過程を経て、一定のパ ターンと成果を
生み出すのか にっいての説明 は、必ず しも十分には行われていない。
しか し、以上のような問題点があるとはいえ、本論文 は、なお十分に解明されていない韓国自動車産
業の導入期 および成長期 における、産業政策 と各社の リス トラクチ ャリング戦略を多角的 に解明す
ることに成功 してお り、 この分野における一定 の貢献を行 っている ものと判断す ることができる。
以上によ って、林外錫氏提出の 『韓国 自動車産業 の リス トラクチャ リング戦略 と成長パ ター ンー
一日本 自動車産業 との若干 の比較を通 して一』 は、博士(経 済学)論 文 として合格 と判定する。
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